
 

 

 

当協議会では、平成 30 年度不動産コンサルティング専門教育講座を下記内容にて開催いたします。 

本講座は、公認 不動産コンサルティングマスターの方を対象に日頃のコンサルティング業務を推進す

る上で、役立つ内容の講座となっておりますので、是非ご受講下さい。 

また、本講座は、認定証の更新要件を具備した講座ですので、平成 31 年 3 月 31 日に認定証の有効期

限が満了する方はこの講座を受講し、(公財)不動産流通推進センターに更新申請をすることにより、更

新することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年度不動産コンサルティング 
専門教育講座開催のご案内 

※ すでに更新要件を満たしている方（過去 5 年の間に専門教育講座を受講した方又は、その他要

件にて満たしている方など）はこの講座を受講しなくても更新できます。 

※ 今年度、すでに更新を済ませた方（有効期限が平成 3６年３月 31 日になっている方）は、 

当講座を受講しても次回の更新要件とはなりませんので、ご注意下さい。 

※ 更新に関してご不明な点がございましたら、(公財)不動産流通推進センターまでお問い合わせ下

さい。（TEL 03－5843－2079） 

＜開講内容＞ 

日 時：平成３１年２月２８日（木）午前１０時～午後５時（予定） 

場 所：名古屋国際会議場 ４階 レセプションホール （名古屋市熱田区熱田西町 1-1-1） 

受講資格：不動産コンサルティング技能登録者 

定 員：３００名 

受 講 料：２０，０００円（レジュメ代含む） 

申込締切：平成３１年２月２１日（木） 

～ お問合せ先 ～ 

愛知県不動産コンサルティング協議会（(公社)愛知県宅地建物取引業協会内） 

〒451-0031 名古屋市西区城西 5－1－14（愛知県不動産会館） 

TEL 052－522－2575  FAX 052－521－1838 

＜お申込みについて＞ 
１．受講料を下記にお振込み下さい。振込手数料は、各自にてご負担願います。 

金融機関：三菱東京ＵＦＪ銀行 浄心支店 普通預金 №１４２６６３８ 

口座名義：愛知県不動産コンサルティング協議会 

２．裏面申込書に必要事項を記入し、ＦＡＸ（０５２－５２１－１８３８）にてご送信下さい。 

３．受講票は、開講日の約 1週間前に発送する予定です。開講日前日までにお手元に届かない場

合は、お問合せ先までご連絡下さい。 

＜科目内容【既存の財産管理制度とプライベートカンパニー、民事信託の有効活用法】＞ 

● 本人による財産管理の限界を補うための基本的な３つの法制度（委任・成年後見・信託）を、 

個人の一生における財産管理のニーズに照らしながら、メリット・デメリットを整理し、個別状 

況に応じた活用方法を学びます。 

● 現行の財産管理制度とその限界を理解し、高齢者の財産管理制度として近年クローズアップさ 

れている民事信託や資産管理法人の使い分ける活用法等を学んでいきます。 



申込日 平成    年    月    日 

 

平成 30 年度不動産コンサルティング専門教育講座 

＝ 受講申込書 ＝ 

【FAX 返信用 ０５２－５２１－１８３８】 
 

※FAX にて申し込みをお願い致します。 

 

平成 31 年 2 月 28 日に開催される同講座の受講申し込みをします。 

尚、受講料 20,000 円については下記の金融機関より振込みました。 

 

振込金融機関名                                             支店 

 

振込人名義                       振込日 平成   年   月   日 
 

ふ り が な  

受 講 者 氏 名 
 

技能登録番号   

住    所 

（受講票送付先） 

   
自宅 ・ 勤務先 ・ その他 （該当箇所に○をお付けください。） 

〒 

連絡先電話番号 
 

勤務先名・商号 
 

所 属 団 体 下記所属団体の番号に○をつけてください。 

 （愛知県不動産コンサルティング協議会構成団体）    （協力機関） 

１．愛知県宅地建物取引業協会                     ８．岐阜県宅地建物取引業協会 
２．全日本不動産協会愛知県本部                   ９．三重県宅地建物取引業協会 
３．中部不動産協会                １０．全日本不動産協会岐阜県本部 
４．東海住宅産業協会                １１．全日本不動産協会三重県本部 
５．不動産流通経営協会中部支部                 １２．その他 
６．不動産協会中部支部              (                               ) 
７．中京住宅産業協会                

【個人情報の取扱いについて】 
１．当協議会が受講希望者より提供を受けた個人情報（氏名、住所、電話番号等、個人を特定することのできる情報のことを言

います）は、お申し込みになった講習管理の他、当協議会が不動産コンサルティング中央協議会、及び(公財)不動産流通推進

センターに照会業務等の目的に使用します。 
２．お預かりした個人情報は、前項の目的以外は使用いたしません。また、ご本人の同意を得ずに第三者に提供することはあり

ません。但し、法令により開示する場合は除きます。 


